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〔付録２〕図表集 

１．モデル対象地震による被害率の試算結果 

 

付図 2-1(1) 兵庫県南部地震における木造建物の全損の被害率試算結果 

 

付図 2-1(2) 鳥取県西部地震における木造建物の全損の被害率試算結果 
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付図 2-1(3)新潟県中越地震における木造建物の全損の被害率試算結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 2-1(4) 岩手・宮城内陸地震における木造建物の全損の被害率試算結果 
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２．全国誘因ランク別被害率分布図 

誘因ランク別に試算した被害率を付図 2-2 に示す． 
それぞれの地表最大加速度が一律に入力された場合の被害率を意味する． 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 2-2(1) 誘因ランクⅠにおける木造建物の被害率（全損・半損・一部損）  
（全国に一律 200gal 以上 400gal 未満の地表最大加速度が入力された場合の被害率） 
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付図 2-2(2) 誘因ランクⅡにおける木造建物の被害率（全損・半損・一部損）  
（全国に一律に 400gal 以上 700gal 未満の地表最大加速度が入力された場合の被害率） 
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付図 2-2(3) 誘因ランクⅢにおける木造建物の被害率（全損・半損・一部損） 
（全国に一律に 700gal 以上 1000gal 未満の地表最大加速度が入力された場合の被害率）  
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付図 2-2(4) 誘因ランクⅣにおける木造建物の被害率（全損・半損・一部損）  
（全国に一律 1000gal 以上の地表最大加速度が入力された場合の被害率） 
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